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一般財団法人キャノングローバル戦略研究所　研究主幹
〒100-6511　東京都千代田区丸の内1-5-1
　　　　　　　　　　　　　（新丸ビル11F）

▶総　説◀

この一般政府債務残高の対名目GDP比を引き
下げるには、 2 つの条件を満たす必要がありま
す。第 1 の条件は、基礎的財政収支の黒字です。
財務省ホームページによれば、「基礎的財政収支
（プライマリー・バランス）とは、税収・税外収
入と、国債費（国債の元本返済や利子の支払いに
あてられる費用）を除く歳出との収支」です。つ
まり、その時点で必要とされる政策的経費を、そ
の時点の税収等でどれだけまかなえているかを示
す指標です。2012年度の当初予算で歳入の49％を
国債発行に依存していることから、この条件を満
足するには社会保障費を含めた聖域なき歳出カッ
トを断行する必要があり、国民も相当な覚悟を求
められます。第 2 の条件は、名目GDP成長率が
長期金利を上回ることです。過去20年間はその逆
で、デフレ経済のもと名目GDP成長率が長期金
利を下回り続けました。人口減少が既に始まった

はじめに
本稿は、2013年 3 月17日に「長岡医療と福祉の
里学会」で発表した内容をまとめたものです。学
会終了後に、使用したスライドの基礎データであ
る将来推計人口やIMF（国際通貨基金）による一
般政府（国＋地方自治体）債務残高の名目GDP
（国内総生産）比予測、都道府県別県内総生産の
最新データが入手できました。また、安倍政権の
経済政策の目玉であるアベノミクスの概要も明ら
かになり、長岡地域と類似の問題を抱える地方都
市の社会福祉法人や医師会などとも意見交換する
機会を得ました。そこで、本稿では2013年 6 月末
時点の状況を踏まえて学会発表内容を加筆修正さ
せて頂きました。

1 ．日本が直面する不都合な真実
膨張し続ける政府債務と日本経済
スライド 1は、IMFが2013年 4 月に発表した一
般政府債務残高がその国の名目GDPに占める割
合の実績と将来予測です。わが国は、1990年時点
では67％と健全と言えるレベルでした。しかし、
バブル経済崩壊後の20年間に急上昇、2011年に
230％に達しました。財政破綻したギリシアが
171％であることを考えると、日本の財政危機の
深刻度がわかります。

松　山　幸　弘

医療・福祉の担い手としての社会福祉法人
及び医療法人の使命と将来像
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中でこの条件をクリアーするには、構造改革によ
り国民全体の労働生産性を飛躍的に高めなければ
なりません。
このように一般政府債務残高の対名目GDP比

が未曾有のレベルにあり、それを引き下げること
が非常に困難であるにもかかわらず円高の時代が
続いたのはなぜか。それは、デフレつまり物価下
落により円の価値が相対的に高まったことに加
え、わが国の場合、家計金融資産残高が一般政府
債務残高を上回っているからです。（スライド 2）
ちなみに、2012年末時点で一般政府債務残高1,132
兆円に対し家計金融資産残高1,547兆円です。こ
れは、国と地方政府の借金を自国民が資金供給
し、外国に依存しないでよい状態にあることを意
味しています。しかし、このまま一般政府債務残
高が積み上がっていけば、2020年頃には家計金融
資産残高を上回ることになります。そうなれば、
ギリシアと同じように政府予算編成のために外国
に国債を買ってもらう必要が出てきます。実際に
は、その危機臨界点が見えてきた時点で猛烈な日
本円売り、金利上昇が始まり、国民生活への負の
インパクトが強まると予想されます。

アベノミクスの現状評価と課題
安倍政権が提唱するアベノミクスの狙いは、こ
の国民生活への負のインパクトの衝撃をできるだ
け緩和することにあります。スライド 3をご覧下
さい。アベノミクスとしてまず実行された政策
は、日銀による資金供給拡大です。具体的には国

債などの資産を日銀が購入して通貨の流通量を増
やし物価上昇をプラスにすることです。デフレか
らインフレになれば、一般政府債務と公的年金債
務の実質価値を引き下げることにつながり、財政
再建に多少なりとも寄与します。
しかし、アベノミクスの第 2の矢である財政再

建のための歳出カット、第 3の矢である成長戦略
（構造改革）を断行しなければ、財政再建を実現
できないばかりか日本経済の成長力を高めること
ができず、国民生活への負のスパイラルが加速し
ます。 7 月の参議院選挙を前に安倍総理が第 2、
第 3の矢の内容を発表した途端に株価が下落し円
高に戻ったことからも明らかなように、 6月時点
のアベノミクスでは不十分です。私は、仮にアベ
ノミクスがある程度成功したとしても国と地方政
府の財政難は現在よりも深刻化し、公費に依存し
た現在の医療・介護・福祉サービス供給体制は機
能不全に陥ると心配しています。しかし、そのよ
うな事態になっても、本日学会に参加なさった皆
さんには、地域住民のニーズに応えてセーフティ
ネット機能を果たす使命があります。つまり、国
や地方政府への依存度を引き下げても持続できる
強固なセーフティネット事業体を目指す必要があ
るのです。

先進諸国平均に達した医療介護費負担
そのセーフティネット事業体の財源となる診療

報酬・介護報酬について、これまで日本の医療介
護費は他の先進諸国と比べて名目GDP比で少な
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いという理由から、その増加が政治的に容認され
てきました。しかし、その根拠が2012年時点で消
滅した模様です。スライド 4 の折れ線グラフは、
厚生労働省が発表する国民医療費と介護費用の合
計が名目GDPに占める割合を示しています。一
方、先進諸国間で比較する場合、分子にはOECD
（経済開発協力機構）が定めたSystem of Health 
Accounts（略称SHA）という枠組みが使われま
す。従来このSHAには、わが国の国民医療費に
含まれていない一般薬、正常分娩費用等が入って
いる一方で在宅ケア費用が除外されていました。
しかし、2011年に在宅ケア費用を含めることに
SHAの定義が改正されました。それにより、各
国の同割合がアップすることになりますが、公的
介護保険制度により在宅ケア市場が急拡大してい
る分だけ日本のアップ幅が大きいと見込まれま
す。また、ドイツ、オランダは旧SHAの時から
在宅ケア費用の一部を含めて申告していたそうで
す。わが国の2012年時点の新SHAによる同割合
は約11.50％と試算されます。これは、わが国の
同割合が先進諸国の中での平均を上回った可能性
を示唆しています。

TPP不参加という選択肢はない
アベノミクスでは、医薬品と医療機器の対外収
支赤字を黒字に転換することが目標の 1つに掲げ
られています。スライド 5をご覧ください。対外
収支赤字が1990年2,802億円から2011年 1 兆6,880
億円に膨らんでいます。医療機器の対米赤字は

4,276億円ですから、日本は米国の医療機器メー
カーから見て上得意客ということになります。医
薬品の技術導入収支とは、医薬品の特許料の収支
です。その受取額が2011年に2,890億円であり、
収支差が2,555億円の黒字になっているのは、日
本の製薬企業の海外子会社からの特許料収入が寄
与しているからです。しかし、製品である医薬品
の貿易赤字は 1 兆3,660億円です。その理由とし
て、わが国の製薬企業の国際競争力が弱いことに
加えて、生産拠点が法人税率の低い海外にシフ
ト、その海外子会社からの輸入額が増加している
ことがあげられます。
したがって、アベノミクスが医薬品・医療機器

の対外収支黒字を達成するには、わが国の研究開
発力を強化するだけでなく、法人税率引き下げも
必要ということになります。法人税率を引き下げ
て日本企業の生産拠点を日本国内に呼び戻すこと
は、保険料負担をする勤労者を増やすという観点
から、医療・介護・福祉サービス事業体にとって
も重要な政策課題です。
このように日本企業の生産拠点が海外にシフト

し保険料負担者が減るという問題は、今話題に
なっているTPP（環太平洋戦略的経済連携協定）
に参加しなければ一層深刻な事態になります。
TPP不参加国で生産されたものには関税がかけ
られますから、日本企業としては生産拠点をTPP
参加国に立地するしか選択肢がなくなるからで
す。つまり、医療・介護・福祉の財源確保の観点
から考えれば、TPP不参加という選択肢はないの
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です。

2 ．長岡福祉協会の経営環境と課題
人口減による医療費減少が始まる
次に長岡福祉協会の経営環境をデータに基づい
て見てみましょう。新潟県の医療介護市場規模
は、2010年実績で医療費6,549億円、介護費1,871
億円、合計8,420億円です。（スライド 6）そのう
ち医療費については、高齢化による医療費増加を
人口減による医療費減少が打ち消して医療費減少
が近い将来始まると予想されます。スライド 7
は、その時期について全国平均と都道府県別に推
計したものです。全国平均では医療費のピークは
2030年です。しかし、新潟県は全国平均を大きく
下回り、医療費のピークは2020年です。スライド
8 は、それを新潟県内の市町村別に見たもので
す。新潟市は全国平均並みですが、それ以外の市
町村全てが全国平均を下回っており、市町村間格
差も大きいことが分かります。

ちなみに長岡市の医療費のピークは2025年で
す。この推計は、2013年 3 月に発表された将来推
計人口と2010年の 5歳年齢階級別一人あたり医療
費実績を元に試算したものであり、年率 1 ％～
1.5％と言われる技術進歩による医療費増加効果
を含めていません。しかし、技術進歩による医療
費増加が収入増に結び付く医療機関はまず高度急
性期病院であることから、長岡福祉協会から見た
医療市場の動向を考える上では、この試算で十分
役立つと思われます。

新潟県は補助金を負担させられている
スライド 9は、厚生労働省が発表した2010年度

医療費マップ統計から、縦軸に一人あたり実績医
療費、横軸に地域差指数を都道府県別にプロット
したものです。地域差指数とは、都道府県間の医
療消費のあり方を公平に比較するため、医療費に
与える影響が大きい年齢構成の違いを消去調整し
たものです。地域差指数の全国平均は 1です。し
たがって、地域差指数が 1より大きい都道府県は
医療提供体制が過剰供給の疑いがあります。逆に
地域差指数が 1より小さければ、医療提供体制整
備が不十分である可能性があるものの医療制度運
営に無駄がないと評価できます。ちなみに、長年
の予防活動により高齢者医療費が低く日本一長寿
である長野県の地域差指数は0.884、一人あたり
実績医療費は449千円です。新潟県は、地域差指
数0.887、一人あたり実績医療費456千円とその長
野県に近似しており、医療制度の運営は効率的と
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言うことができます。これに対して、福岡県、高
知県の地域差指数は各々1.211、1.161であり、一
人あたり実績医療費も全国平均の462千円を大き
く上回っています。
このように都道府県間で医療制度運営の巧拙に
大きな格差があることの矛盾が、協会けんぽの隠
れ補助金となって表れています。協会けんぽは、
中小企業に雇用されている勤労者のための公的医
療保険です。2008年 9 月までは政府管掌健康保険
の名称で全国をカバーする 1つの保険者として運
営されていました。それが同年10月から都道府県
別の保険者に分割され、保険料率も都道府県別に
保険収支を見ながら決定する仕組みに変わったの
です。しかし、前述のとおり医療制度運営の巧拙
に大きな格差がありますから、新制度スタート時
点から保険料率決定を都道府県別に完全に切り替
えると、福岡県、高知県のみでなく大阪府など地
域差指数が大きい地域の保険料率が大幅アップす
ることになります。そこで、新制度への切り替え
を10年かけて徐々に進めることにしました。これ
が激変緩和措置です。このことは、新潟県のよう
に地域差指数の低い地域が本来よりも高い保険料
率を10年間余儀なくされ、効率の悪い都道府県へ
の補助金拠出を強制されていることを意味します。
スライド10がその計算結果です。都道府県別に
保険料率を決定する場合でも、年齢構成や所得水
準の違いといった都道府県別保険者が自助努力で
改善できない要素は、国全体で財源調整する必要
があります。その調整後の保険料率が所要保険料

率であり、新潟県協会けんぽの場合2013年の同率
は9.64％です。ところが医療を過剰消費している
都道府県を救済するために、この所要保険料率
9.64％に0.32％をプラスされています。金額にす
ると約50億円です。新潟県協会けんぽは、この激
変緩和措置による保険料率アップを軽減するため
自らの準備金を取り崩し、2013年の適用保険料率
を9.90％にしているのです。

医療介護産業の県内総生産構成比は9.8％
スライド11は、新潟県の産業構造を表していま

す。県内総生産とはその県が経済活動により 1年
間に生み出している名目GDPのことです。医療
介護産業が県内総生産に占める割合は、製造業
18.4％、不動産業14.4％、卸売・小売業11.1％に
次ぐ9.8％です。医療介護のための財源は基本的
に他産業が稼ぐわけですから、新潟県の経済全体
が成長し続ける必要があります。前述したとお
り、TPP不参加ならば新潟県の最大産業である製
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造業が海外移転しますから、新潟県の医療介護産
業も成り立たなくなります。

75歳以上人口のピークは2030年
スライド12のとおり、新潟県の総人口は2010年
の237万人から2020年221万人、2040年179万人と
減少します。この間、介護福祉サービスを最も多
く消費する75歳以上人口は、2010年33万人、2020
年38万人、2030年45万人と増え続けます。このよ
うに75歳以上人口が2030年まで増え続けることは
長岡市も同じです。（スライド13）これは、人口
減少により医療費が減り始めたとしても、経営資
源を介護福祉部門にシフトさせれば、長岡福祉協
会としては2030年まで成長を続けることが十分可
能ということです。そして、皆さんの使命として
「2030年以降も長岡福祉協会が成長できる体制を
創るには今何をなすべきか？」を問われていると
いうことです。結論を先に言えば、長岡市周辺に
築いた事業基盤をより強固なものにすると同時
に、これまでに築いたノウハウと人材、内部留保
を使って首都圏など大都市部への進出を検討すべ
きです。

3 ．医療介護福祉複合体のあるべき姿
構造改革なくして地域包括ケアは実現困難
厚生労働省は、2025年までに地域包括ケア体制
を全国に普及させる構想を掲げています。同省の
言う地域包括ケアとは、 1万人前後の地域毎に基
礎的な医療介護サービスを提供する事業者ネット

ワークを築き、その機能を超える急性期医療等に
ついてはより広域を担当する医療機関につなぐ、
というものです。しかし、わが国の場合、現行制
度の下で連携のみによりこのような仕組みを全国
津々浦々作ることは不可能です。なぜなら、経済
的利害が対立しライバル関係にある中小規模事業
体が群雄割拠している状況下で、互いに連携する
ように政府が求めても誰も言うことを聞かないか
らです。これが、わが国で予防から急性期、外来、
在宅ケアに至るまで地域住民が必要とするサービ
スを継ぎ目なく提供する仕組みが遅々として進ま
ない最大の理由なのです。これを打開するために
は、異なる機能の施設群と人材が経営統合し全て
のケアサービスを品揃えした事業体を政策的に創
る構造改革が必要です。そのためのヒントは、海
外と日本国内の両方に既にあります。

海外の医療介護福祉複合体IHNは大規模
21世紀に入り他の先進諸国においても地域包括
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ケア体制作りが医療政策の最重要課題になってい
ます。スライド14はその概念図です。その第 1の
特徴は、財源となる医療保険、病気にならないた
めの予防活動、プライマリーケア、急性期ケア、
救急ケア、在宅ケア、介護、終末期ケアなど地域
住民にケアサービスを提供するために必要な機能
を可能な限り一つの事業体に取り込んでいる点で
す。このケアサービスの川上から川下まで垂直統
合した事業体は、Integrated Healthcare Network
（略称IHN）と呼ばれています。
第 2 の特徴は、人口50万人～100万人単位の地
域毎に設置されたIHNの事業規模が 1千億円以上
と大きいことです。スライド15は、オーストラリ
アのメルボルンでIHNを形成している医療公営企
業の概念図です。医療技術進歩が加速している結
果、その時点の医学水準から見てベストのケア
サービスを効率的に提供し続けるためには、地域
住民のケアニーズと提供体制の間に生じるミス
マッチを常に極力小さくする努力が求められま

す。これは、セーフティネット機能を果たすため
の医療介護福祉経営資源を一元管理する大規模
IHNがあってはじめて可能になります。
米国にはこのIHNが500以上あり医療介護市場

の約 7割を占めています。国公立病院を核にした
IHNもありますが、大部分は長岡福祉協会と同じ
民間の非営利事業体です。スライド16は、私が10
年以上通い続けて研究しているバージニア州の民
間非営利IHNセンタラヘルスケアの事業構造で
す。センタラヘルスケアの資産は地域住民の共有
財産ですので、経営者の任免をはじめとするガバ
ナンスは住民代表の委員会が行います。また、最
新鋭の医療機器や施設の利用を地元開業医に開放
するオープン方式です。スライド17はその財務
データです。事業規模は約 4千憶円、毎年営業利
益とほぼ同額の利益還元を慈善医療等の形で行っ
ています。それは、税率約35％の連邦・州法人税
を免除されている見返りに利益の約50％を地域の
福祉のために使っているということです。最近の
経営戦略として注目すべき点は、地域住民のケア
ニーズの変化に合わせて経営資源を急性期から外
来、介護、在宅にシフトさせていることです。（ス
ライド18）

4 ．次なる社会福祉基礎構造改革
国内の医療介護福祉複合体は好業績
実は、このようなIHNの基本型を世界で最初に

創ったのは日本なのです。社会福祉法人聖隷福祉
事業団（スライド19、20）と長野厚生連（スライ
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ド21、22）がそれです。IHNが登場したのは米国
が1990年代、オーストラリア、カナダ、英国が
2000年代であるのに対して、両事業体はそれ以前
から急性期病院に特化するのではなく、地域住民
のニーズ全体に応える努力をしてきました。そし
て注目すべきは、地域医療崩壊が叫ばれる中でい
ずれの事業体も補助金抜きでも経常利益が黒字だ
という点です。
スライド23のとおり、社会医療法人178の業績

を合計してみると、小泉政権以降の診療報酬マイ
ナス改定で診療報酬が底と言われた2009年度でも
平均経常利益率が3.4％でした。民主党政権によ
るプラス改定で翌2010年度は5.4％にジャンプ、
多くの社会医療法人が過去最高益を記録しまし
た。それは、聖隷福祉事業団や長野厚生連ほど規
模は大きくないものの、IHN的な事業構造を追求
してきたからです。
このように急性期から在宅まで全ての機能を果

たしている事業体が黒字という事実は、診療報
酬・介護報酬の水準が全体として低すぎることは
ない証拠です。地域医療崩壊の原因は報酬水準が
低いためではなく、その事業体が地域住民のニー
ズとミスマッチを起こしているからなのです。さ
らに言えば、わが国の医療介護福祉提供体制にお
いてこのミスマッチが拡大する元凶となっている
のは、多額の公費投入を受けながら機能分担・連
携することなく過剰設備投資競争を行っている国
公立病院、国立大学附属病院なのです。
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社福の存在意義は国民のラストリゾート
このように考えてくると、アベノミクスにおけ
る医療介護福祉改革のあるべき方向が見えてきま
す。その具体策を考える上で大切なのは、既存の
経営資源のガバンスを組み替えると同時に模範的
経営の事業体を支援することで、強固なセーフ
ティネット事業体IHNを全国各地に生み出すこと
です。
スライド24がその概念図です。まず国立大学附
属病院を大学から分離し同一地域内の国公立病院
と経営統合させ、事業規模 1千億円の医療事業体
を目指してもらいます。そこに社会保障制度改革
国民会議でも検討されているホールディングカン
パニー機能を付与します。こうすれば、大規模非
営利医療事業体が企業との合弁事業を通じて医療
周辺ビジネスで稼ぎ、本業である医療の追加財源
を自力で獲得できます。
社会福祉法人が目指すべきは、この大規模非営
利医療事業体と機能分担できる中核的事業体にな
ることです。中核的社会福祉法人に求められるの
は非営利性の徹底です。なぜなら、最近社会福祉
法人の内部留保に批判が出ているように、その非
営利性に疑義が生じているからです。本来、社会
福祉ニーズに応えるためには内部留保は大きいほ
どよいのです。しかし、経営内容調査や業界関係

者のヒヤリングを行った結果、現在の社会福祉法
人の多くは内部留保を社会に還元する意思が希薄
と言わざるを得ません。
もちろん、中核的社会福祉法人の有力候補とな

る事業体も少数ながら既に存在します。私がこれ
らの模範的経営の社会福祉法人に期待しているこ
とは、国民からラストリゾートと認められるだけ
のブランドを築くことです。ご承知のとおり、独
居高齢者が急増しています。独居高齢者の中には
金融資産は持っているものの終末期ケアと死後の
供養のあり様に不安を抱えている方々がたくさん
おられます。営利目的の介護施設ではこの不安に
応えるだけの信用を獲得できません。非営利性が
徹底された社会福祉法人だけがラストリゾートに
なりえるのです。そのような中核的社会福祉法人
には寄付も集まると思われます。
7月の参議院選挙後に医療介護福祉事業体のガ

バナンス改革の議論が本格化すると予想されま
す。そこでは社会福祉法人制度の基礎構造改革に
つながる内容も審議されるはずです。私は、規制
改革会議健康・医療ワーキンググループ専門委員
として、中核的社会福祉法人となりうる模範的事
業体を支援する政策、具体的には寄付要件の緩
和、社会医療法人との合併促進、地域包括ケアの
ための財源優先配分などを提案するつもりです。
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